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昭和 37 年度県畜産振興事業 

―畜産予算さらに大型に― 

 昭和 37 年度の岡山県予算は３月 18 日、２月定例

県議会で議決され、畜産振興の基本となる畜産関係

予算が決定した。 

 今年度の畜産関係当初予算（畜産課関係）は、多

くの新規事業が行なわれた、昨年度の最終予算をさ

らに 7.9％上回る 482,352 千円の大型となっている

が、予算をもとにした新年度の畜産関係事業の概要

について、県畜産課の各担当係に説明を願いこれを

とりまとめてみた。 

 まず畜産予算を振興施策の大網によって昨年度と

比較してみると、 

 生産力の増強〔改良増殖、経営対策、飼料対策〕

186,699―単位千円以下同じ―（158,109） 

 （ ）内は 36 年度 

 流通の拡大〔消費流通対策〕49,971（93,002） 

 推進態勢の確立〔家畜衛生対策、技術対策その他〕

245,682（195,693） 

となっており、流通拡大を除きかなり大巾の増加で、

本年度も 

昨年度からの新規事業の完成、事業運営を含めさら

に積極的な内容となっている。流通対策においての

予算額の減尐は、昨年度事業に岡山市に新設の、県

営食肉市場建設費約 7 千万円が含まれていたためで

ある。 

 また本年度新規事業として取上げられた主な事項

をひろってみると、寒冷地畜産振興（21,980 単位千

円以下同じ）、種豚場の建設（11,000）、乳牛雄牛育

成所設置補助（2,000）、特殊家畜伝染性病予防費

（282）、酪農経営改善指導（1,184）などがある。 

酪農振興事業 

１、 世銀借款ジャージー導入事業 

（事業費 4,833 千円） 

 世銀の融資をうけて農地開発機械公団より購入し

たジャージー牛は現在までに643頭となっているが、

今後の導入はない。 

従って本予算は、これまでの導入分に係る償還に要

する経費である。 

２、 学校給食用牛乳供給事業 

（事業費 13,740 千円） 

 生乳の消費の拡大と学童の体位向上を図るため、

前年に引き続き 666.0kl を国庫補助を受けて県下 20

業者、90 校を対象に実施する計画としているが、本

年度は牛乳乳製品の需給状況が良好であるため、実

施の見通しは未決定である。 

３、牛乳取引改善事業  

（事業費 5,122 千円） 

（１）生乳取引調査審議会の設置 

  生乳取引の公正を期し、酪農の長期安定を図る

ため設置したものである。 

（２）牛乳共販模範地区クーラーステーションの設

置 

  生乳共販団体の育成強化を図るため、毎年国の

補助を受けクーラーステーションを設置してい

るが、本年度も共販団体の生乳共販基地として２

ヵ所を設置し、事業費１ヵ所当り 5,990,000 円に

対し、1/2 の助成を行なう。 

（３）牛乳検査施設設置事業 

   生乳取引は生乳品質の格付を生産者の立会の

もとに行なわれているが、これを生産者の自主的

な格付検査の実施によって、取引の公正明朗化を

図る共販団体のクーラーステーションに検査所

４ヵ所を設置し、事業費１ヵ所 1,362,000 円の

2/5 を国庫及び県費で助成を行なう。 

（４）酪農会議の設置 

  生乳取引価格の安定と流通の合理化を図るため、

生乳生産者団体を構成員として、次の事項を処理

する会議である。 

  イ、生乳共販団体の整備促進 

 ロ、生乳の生産及び出荷の調整 

 ハ、生乳取引の団体交渉の指導のあっせん 

  ニ、生乳販売価格の調整 

  ホ、生乳共販施設設置の調整 

  ヘ、集送乳路線の調整整備 

（５）生乳需給調整事業 
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 イ、各生産者団体別に乳業工場に出荷する生乳の

量 

 ロ、生乳の販売価格 

 ハ、地域牛乳需給会議の構成等を県職員、生産者、

乳業者、の代表する牛乳需給調整会議で協議決

定し、牛乳経済圏毎の調整を図る。 

４、牛乳乳製品消費拡大事業 

（事業費 328 千円） 

 １、牛乳消費普及拡大会議の消費普及計画の立案。 

 ２、牛乳集団飲用推進会議を開き指導 

 ３、農村牛乳乳製品の消費啓蒙事業を推進、農村

の食生活の改善を図る。 

５、生乳品質改善指導事業 

（事業費 1,404 千円） 

  乳牛の環境衛生、搾乳衛生、牛乳管理等の欠陥

にもとづいて発生する乳質の低下による損失を防

いで、所得の増大を図るための事業で、本年度も

前年に引き続き３地域を実施する計画である。 

６、乳牛産乳能力検定指導事業乳牛の経済能力を検

定して、飼料給与の合理化駄牛の淘汰等を指導

し、酪農経営の合理化を図る。 

７、種雄牛の導入事業 

（事業費 7,355 千円） 

  乳牛の改良は種雄牛を県の施設に集中管理して

計画的改良を実施するため、本年度においてはホ

ルスタイン種を県費購入４頭、国の補助によるも

の１頭、国有貸付１頭計７頭を導入する。 

８、一般酪農振興事業 

（事業費 5,120 千円） 

（１）ジャージー種牛の貸付事業 

  既に貸付を受けているジャージー雌牛の生産犢

の再貸付を受けるための事業である。 

（２）ジャージー経済能力検定事業 

  ジャージーの特性を調査し、飼養管理の改善の

指針とするほか、不良牛の淘汰を図るための事業

で、本年度は 100 頭を対象に実施する。 

（３）酪農施設設置補助事業 

  乳質改善と共販体制を改善するため、牛乳冷却

機械の設置を奨励するもので、これの設定置に対

し助成を行なう。 

（４）酪農専任技術員設置補助事業 

  集約酪農地域並びに酪農経営改善計画樹立市町

村に対し、酪農専任技術員を設置せしめる。本年

度は 60 ヵ所の設置に対し助成を行なう。 

（５）その他 

 イ、ジャージー地区互助会設置補助 

 ロ、集約酪農地域及び酪農経営改善計画並びにこ

れの指導。 

 ハ、一般酪農指導 

９、酪農経営改善指導所の設置事業 

（事業費 1,184 千円） 

  酪農による自立モデル経営を行なうもので、こ

れを基地として生きた経営指導を行なうため、岡

山県酪農試験場酪農経営改善指導所として、川上

郡成羽町に設置、本年度より開所し、引き続き整

備を図る。 

10、乳用雌牛育成場設置補助事業 

  乳牛資源の保続並びに経営の合理化を図るため、

モデル施設として実施する農業団体に対し施設費

の補助を行なう。 

 

一般畜産奨励 

和牛種雄牛の貸付 

 和牛の改良と繁殖の増強を目的として、県有種雄

牛の貸付を行なっているが、本年も 20頭程度更新用

として種雄牛の購買を計画している。 

肉用素畜の助成事業（2,895 千円） 

 食肉の需要が著しく増大しているので肉畜生産の

増加を図るためにその素牛の導入資金に対して利子

補給を考えている。計画頭数は、牛 2,500 頭、豚 600

頭で、単価は、牛 66,000 円、豚 3,900 円で、これに

対して２％の利子補給を補助金として交付するので

ある。 

養豚振興事業（4,638 千円） 

（１）種豚の貸付事業 

 豚の早急な改良をねらって、昨年種雌豚 10頭、種

雄豚１頭をセットとして貸付を実施したが、本年も

其の成績を研究しながら農協等の指導体制のととの

っている処に貸付する考えである。計画は10セット。

貸付時期 11 月以後になる予定。 

（２）ランドレースの払下げ計画 

 昨年11月にスエーデンから輸入したランドレース
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は、現在和牛試験場と酪農試験場で発育状況、気候、

風土の適応性など研究中であるが、すでに妊娠中で、

５月頃から分娩も見込まれており、早ければ８月頃

から払下げを行なう予定。 

 しかしランドレースの今後の繁殖については、慎

重に行なう必要があるので、農林事務所単位に１ヵ

所位、町村又は農協の経営する、県の指定種豚の設

け、ここを基地として、その地域の改良を行なう計

画である。従って当分はこの指定種豚場に優先払下

げを行なうので、一般農家へは、この指定種豚場で

繁殖したものを払下げをする計画である。 

寒冷地等畜産振興事業（21,980 千円） 

 従来寒冷地等に対して国の指定を受けて乳牛、和

牛を貸付していたが、昭和 37年度から国庫の補助を

受けて県有として貸付することになる見込みである。

今のところ国の規則について研究中で、これが決定

してから県も規則を定めて実施するようになるので、

実際に貸付できるのは 10月以後と考えられる。 

養鶏振興事業（500 千円） 

 昨年の近代化資金の使用状況を見ると鶏舎に対す

るものが一番大きく、総額の 13％で１億２千万円を

占めている。このように最近、養鶏事業を計画する

者が多く、とくに経営規模拡大の希望があるが、農

業近代化資金の活用について大いに協力したいと考

えている。なお鶏卵の共同出荷を進めるために撰卵

機の購入に対して一部補助を行なう計画である。 

 その他、種畜検査、標準鶏認定検査、畜産共進会

等は、昨年どおり計画している。 

 

自給飼料対策 

 本年度は特に、草地改良事業（集約牧野造成改良）

と既耕地に対する飼料作物の栽培、生産物の有効的

利用を重要な施策として取りあげている。 

１、草地改良事業 

 自然草地で比較的利用度の低い草資源を、高位生

産をあげる草地として開発し、乳牛や和牛の草食性

家畜の自然飼料を質・量両面において確保はかって

きたのであるが急速な酪農の進展に伴ない、今後は

さらに、生産性の高い草地造成を行ない畜産経営の

安定向上を図りたい考えである。 

（１） 草地改良計画調査事業（604 千円） 

 草地改良対象団地ならびに草地開発の基礎条件

となる土地利用計画・土性・土地の所有および使

用収益に関する権利、利用家畜の増殖計画、利用

方式等の事項を調査し、これをもとにその年度の

事業実施計画を樹てることになる。 

 調査計画 

②� 壌調査 1,000ha（昭和 38 年度事業予定団地） 

②草地利用方式調査 600ha（ 〃  〃    ） 

③草地改良地区調査 100ha（ 〃   予定地区） 

（２）草地造成改良（集約牧野造成改良）事業 

（39,150 千円） 

 市町村または農業協同組合、同連合会が事業主

体となり、改良計画面積が開拓附帯地、又は河川

敷にあっては５ha 以上、その他の土地にあっては

10ha 以上（障害物除去・起土整地・土壌改良・牧

草導入）が１年ないし、３年以内に完了するもの

について事業費を助成（国補40％、県補30％以内）。

事業費は大体１ha当り 105 千円以内。 

  改良計画面積  500ha 

（３）牧野及び牧柵等利用施設設置事業 

（5,370 千円） 

 草地の利用効率を高め、維持管理を適正にするた

め、牧道・牧柵の設置を草地造成改良事業と併せて

行なう。 

 事業費の 70％（国補 40％・県補 30％）以内を助成。 

  計画 牧道 5,000ｍ、牧柵 10,000ｍ 

（４）大規模草地造成改良事業（40,145 千円） 

 国の指定を受けて、昭和 36年度から５カ年計画

で、蒜山地区に大団地の草地造成改良（715ha）、

利用施設の整備を行なうものである。36 年度、三

木ヶ原団地 77ha・蒜山中団地 30ha の草地造成改良

事業を行ない、昭和 37年度には５団地 200ha の草

地造成改良と、基盤整備、ならびに利用施設の設

置を計画している。 

（５）小規模草地造成改良事業（450 千円） 

 県単独事業として、対象面積 0.5～1.0ha の小規

模草地の造成改良を前年度に引続き助成する。改

良方式は草地改良事業に準じて行ない、事業費６

万円を限度として 30％を助成する。 

  計画面積  22ha 

２、牧草及び飼料作物等に関する事業 
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（１）牧草及び飼料作物特別指導地設置事業 

（336 千円） 

  牧草及び飼料作物を、地帯の営農条件に適応し

た、科学的な栽培技術を早急に普及するため特別

指導地を設置する。 

  昭和 37 年度      新規１地域（県北部） 

  （昭和 36年度指定）  継続１地域（県中部） 

（２）飼料共同化施設設置事業（10,650 千円） 

  大麦、裸麦の飼料作物への作付転換を促進し、

生産物の利用を合理化するための施設（乾燥機・

刈取機・サイロ型枠・大型カッター）を前年度に

引続き行なう。 

  事業主体は市町村で事業施行、農協又は部落団

体を単位とし、１地域当り牧草又は飼料作物の作

付転換面積８ha 以上を対象としている。 

  昭和 37 年度 71 ヵ所  （事業費 300,000 円×

1/2 助成） 

（３）飼料作物採種管理事業（280 千円） 

  適地適作に応じて種子の確保を行ない、品種の

改良を図るため採種管理事業を行なう。 

  10 アール当り２㎏の原種を県から配布、10アー

ルのうち９アールは採草とし、１アールを採種管

理し翌年６㎏の採種量があると見込んで、そのう

ちから３㎏を県に返納するもの。 

  計画「イタリアンライグラス」100ha 

３、 草地開発及び草地管理利用機械購入事業 

（12,608 千円） 

 草地の造成改良を能率的に推進するため、機械の

充実、及び完成草地の維持管理の適正と生産物の効

率的利用、並びに商品化を図るため乾燥機等の設置

に対し助成を行なう。 

４、その他 

 優良牧草の栽培、採種調査ならびに飼料作物自給

化促進と併わせ、自給飼料増産啓蒙普及を行ない効

率的な草地農業を推進する。 

５、乳牛育成場事業（2,044 千円） 

 大規模草地改良事業で行なった三木ヶ原団地に県

営育成場を設置し乳牛の育成施設の整備を行ない育

成の合理化を図る。 

昭和 36 年度に草地改良の一部並びに牧柵、牧道、

給水施設と本春、畜舎等残余の草地改良を行ない、

放牧利用による効果を期待し酪農振興に資したい。 

放牧予定頭数 300 頭（生後７ヵ月以上 24 ヵ月以内） 

  放牧期間 ５～10月 180 日 

 

家畜衛生 

１、防疫（家畜伝染病予防事業）（12,464 千円） 

（１） 結核病及びブルセラ病検査 

  特にブルセラ病が最近多発の傾向をたどってい

るので、発生頭数の多い町村を年間２回以上行な

う計画である。検査頭数は 26,000 頭で 2,000 頭の

増加をみている。 

（２） 豚コレラ 
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  兵庫県及び広島県に発生をみているので、全頭

数年間２回の予防注射を行ない、仔豚は生後 45日

で離乳を指導し、離乳後７～10 日後に予防注射を

実施、注射後 10 日以上経過したものでなければ仔

豚せり市場には入場させない方針である。 

（３） 流行性脳炎 

  近年豚の黒仔の生産が多くなったので、繁殖豚

で初めて夏を迎えるものには予防注射を行ない、

普通力価の予防液を使用する。 

（４） 牛の流行性感冒 

  県北部の牛、特に乳牛に対して重点的に行なう。 

（５） 気腫疽 

  新見市、阿哲郡、真庭郡の一部の常在放牧地に

放牧する牛を対象に予防注射を行なう。 

（６） ひな白痢 

  県認定種鶏場の種鶏を対象に検査を行なう。 

（７） 寄生虫 

  ここでいう寄生虫は内部寄生虫、特に反芻獣に

寄生する肝蛭の寄生率は 15.8％で、濃染地帯を重

点的に行なう。 

（８） 特殊伝染性病 

  本年度より新規事業として鶏のロイコチトゾー

ン病、豚のトキソプラズマ病、豚の伝染性胃腸炎、

豚の伝染性皮膚炎等を対象に調査、研究を行なう。 

２、家畜保健衛生所（26,533 千円） 

 家畜の増殖に伴う衛生所の業務は増加の一途を辿

りつつあるので、本年度より５名の定数増加を認め

られた。業務のうち人工授精は、従来の直接授精を

払下にするため、人工授精料金の改正を行なった。 

診療についても、団体および民間獣医師に移管でき

る地域は競合をさけ、極力移管をはかる。 

衛生所の整備についても予算の範囲内で重点的に行

なう。なお和牛の種雄牛の集中管理についても研究

する。 

３、衛生対策 

（１） 動物用薬事（194 千円） 

 動物用医薬品販売業者の登録及び更新を行なう

とともに動物用医療品未登録業者を取締る。 

（２） 栄養繁殖障害防除（492 千円） 

 最近特に乳牛の事故が多発しているが、これの

早期発見又は防除のため事故多発地域を重点的に

行なう。なお、この地域は乳牛事故防止対策協議

会指定地域をいう。 

（３） 放牧衛生対策（180 千円） 

 牧野改良が行なわれ、乳牛の集団放牧が実施さ

れるとき、「ダニ」の発生によるピロプラズマ病の

発病を未然に防止するため、ダニの駆除を行なう。

なお放牧地の「ダニ」の分布、種類及びピロプラ

ズマ病発生調査を実施する。 

（４） 衛生試験所（874 千円） 

 衛生所における検査、調査は器具等の不備のた

め充分な検査ができないので一括して行なう、血

液検査、血清反応、細菌検査、病理解剖、病理組

織検査を実施する。 

（５） 衛生車 

 各種伝染病の検査および予防注射、畜舎の消毒、

その他衛生対策に従事する。 

 

―― 農林経済の動き ―― 

農産物生産者価格指数 

１月の農林生産物生産者価格指数、総合は 122.6 で

前月に比べ2.9％前年同月に比べ9.4％上昇している。 

これに対して畜産物は前月に比べ 4.2％下落してい

るが前年同月に比べると 10.6％上昇（高値）となっ

ている。 

（資料県統計課） 
注 １．この指数は昭和 32 年度農林生産物価格を

100 としたものである。 
  ２．この指数の算出には農林省岡山統計調査事

務所農村物価賃金調査          
結果を使用。 


